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１．背景と目的  

高規格の設計基準で整備された高速道路は，地震

災害時には緊急輸送路として，その役割を十分に果

たすことが要求される．著者らは，高速道路路線の

耐震化優先度評価について，予測される地震動レベ

ルの評価 1)や，構造物特性を考慮した評価 2)について

検討を進めてきた．本研究では，既往の成果を踏ま

えて，図 1 に示すように，地域をほぼ並走する東名，

新東名高速道路を対象とした耐震化優先度の検討を

行った． 
２．基礎データの整備と想定地震の選定 

図 1 に示した高速道路路線を対象に，基礎データ

を整備した．表 1 にその一覧を示す．ボーリングデ

ータが存在しない区間については，メッシュ地盤デ

ータベース 3)を補完的に用いることとした 4)． 
表 2 に選定した想定地震の概要を示す．30 年発生

確率は地震調査研究推進本部の長期評価結果 5)であ

る．ここでは，高速道路直下，または近傍に震源断

層が存在する 4 地震を選定した．海溝型地震である

複合型東海地震 6)(東南海・東海の連動型地震)の発生

確率が 87%(東海地震の参考値を使用)であり，他の

内陸 3 地震と比べて非常に高いことがわかる． 
 
３．耐震化優先度評価指標の検討 

(1)既往の評価指標の概説 2) 

杉戸ら 2)は，構造別に異なる被災確率と復旧性能

を考慮して，地点 j における震度の期待値 Fj，指標 
k(式 2 に後述)における，地点 j の構造物特性 jkS , ，  

地点 jが含まれる IC区間nの路線重要度 nI を用いた，

交通機能支障度 jk , を定義した． 

  njkjjk ISF  ,,   (1) 

構造物特性 S は，次式に示すように，構造物の被

災確率に相当する脆弱度 jV ，構造物が被災し，仮復

旧までに要する時間に相当する復旧度 jR により得

られる．両者をそれぞれ考慮し，杉戸らは，脆弱性

を考慮した交通機能支障度 j,1 ，復旧性を考慮した

交通機能支障度 j,2 を定義した． 
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(2)並走する高速道路の通行性を考慮した交通機能

支障度の検討 

 東名，新東名高速道路のような，地域をほぼ並走

している路線においては，どちらか一方が通行可能

であれば高速道路の通行性能は維持できると考えら

れる．そのため，単独の路線よりも，耐震化優先度

は相対的に低いと考えられる．そこで式(1)に基づき，

並走する路線を評価可能な交通機能支障度 
jk , を検

討した． 
表 1 基礎情報の一覧

－ －
○ 1166本
○ －
○
○
－
○ 316本
○ 364本
○ 801本

表層地盤情
報(ボーリン
グ本数)

伊勢自動車道 伊勢関ＩＣ～伊勢ＩＣ

三ヶ日ＩＣ～小牧ＩＣ
964本

名神高速道路
小牧ＩＣ～関ヶ原ＩＣ

伊勢湾岸自動車道 豊田東JCT～四日市JCT
関ヶ原ＩＣ～八日市ＩＣ

高速道路名
位置情報

(緯度，経度，キロポスト)

構造種
別情報
の有無

新東名高速道路
御殿場JCT～引佐JCT
引佐JCT～豊田東JCT

東名高速道路
御殿場JCT～三ヶ日ＩＣ

東名阪自動車道 名古屋西JCT～伊勢関ＩＣ

 
表 2 想定地震の一覧

東海地震 8.0程度 87%
東南海地震 8.1程度 60～70％

7.6程度 0～2％
7.7程度 0～0.6％
8.0程度 10～18％富士川河口断層帯

地震発生確率
(30年以内)

Ｍ

複合型
東海地震

想定地震

猿投-高浜断層帯
養老-桑名-四日市断層帯
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図 1 対象路線(東名・名神・新東名)と周辺の 
高速道路(市役所地点については表 4 で後述) 
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 njkjjk INSF  ,,  (3) 

nIN は，都市間交通の通行性を考慮した重要度指

標として，次式に示すように，移動時間に基づいて，

「一般道路利用に対する，高速道路(東名・新東名)
利用の非効率度」を表す指標とした． 

 



2

1
,

m
nmn ININ  (4) 

 
 

max

,
, m

l
n

e
nm

nm t
tt

IN   (5) 

ここに， nmIN , は，都市間交通で高速道路ｍを利用し

た場合における区間 n の非効率度， e
nmt , は，区間 n

で高速道路 m を利用した場合の所要時間， l
nt は一般

道を利用した場合の所要時間， max
mt は高速道路 m

における， l
n

e
nm tt , の最大値 である． 

 表 3 に，算定に用いた 2 地点の所要時間と非効率

度を示す．本報では，図 1 に示す東名，名神，新東

名路線沿いの市役所地点を設定した．同図では，比

較のため，大垣市役所～みよし市役所間の非効率度

も示す．みよし市役所～岡崎市役所間では，一般道

よりも新東名高速道路の所要時間が長く，非効率度

が高い．しかし，所要時間の短い東名高速道路を加

え，両路線のどちらかを選択可能と考えた場合は，

非効率度は若干低減する． 
 以上の検討を基に，東名・名神高速道路を基準に

考えた，脆弱度を考慮した交通機能支障度 
j,1 を算

定した結果を図 2 に示す．東名・名神高速道路のみ

と比較して，ほぼ並走する新東名高速道路により交

通機能支障度が低減していることが確認できる．な

お，東名三好 IC～岡崎 IC の交通機能支障度は変化

していない．同区間は表 3 に示すみよし市役所～岡

崎市役所に相当する区間であり，新東名高速道路の

利用が所要時間短縮にならないためである． 
４．まとめ 

 本研究では，並走する高速道路路線の耐震化優先

度を評価するため，都市間交通の通行性を考慮した

指標を提案し，交通機能支障度を定義した．指標算

定に必要な脆弱度，復旧度などのパラメータについ

ては，これを裏付ける資料を収集し，適切な値につ

いて検討が必要である．また，路線重要度，非効率

度は所要時間を基準に算定したが，交通量などを考

慮したパラメータ検討も必要と思われる． 
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表 3 区役所間の所要時間と非効率度の比較 

一般道

自 至
所要時間

(分)
所要時間

(分)
単独路線に

おける非効率度
所要時間

(分)
単独路線に

おける非効率度
大垣 小牧 68 36.0 0.54 (0.54）
小牧 みよし 60 40.0 0.69 （0.69）
みよし 岡崎 43 36.0 0.86 55 1.00 0.86
岡崎 新城 66 45.0 0.70 47 0.56 0.39
新城 浜松市浜北区役所 80 67.0 0.86 45 0.44 0.38

浜松市浜北区役所 島田 70 68.0 1.00 50 0.56 0.56

市役所名
東名・名神高速道路 新東名高速道路

路線 複数路線に
おける

非効率度

IN n

 

 
図 2 並走する路線を考慮した交通機能支障度の比較(脆弱度の評価結果) 
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